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平成26年の国交省所管公共土木施設の
災害査定結果について

国土交通省水管理・国土保全局防災課

　平成26年に被災した、地方自治体が管理している
公共土木施設の災害復旧事業を決定するための災害
査定が 2月 ６日までに全て終了しましたので、その
結果を公表します。※1

1 ．Ｈ2６災の特徴： 7～ 8月の台風及び梅雨前線に
よる集中豪雨、 9月～1０月の断続的な台風上陸、
11月の長野県北部地震などにより、東北・中部・
近畿・四国地方に被災が集中。

2．査定決定箇所：8,823箇所（過去 ４年（平成23
年を除く）平均の０．7５倍）

３．査定決定金額：1,218億円（過去 ４年（平成23
年を除く）平均の０．97倍）

４．都道府県別の査定決定額：別紙のとおり。上位
3都道府県は以下のとおり。
1位：高知県（138億円）
2位：岐阜県（127億円）
3位：長野県（ 9０億円）

５．平成2６年の「災害査定」に出動した国土交通省
職員の延べ人員は６12名、査定に要した延べ日数
は2,17４日（平成2５年は延べ人員は8５2名、査定に
要した延べ日数は3,3４６日）となっています。

６．緊急調査：地方自治体の要請に基づき、災害査
定前においても国土交通省防災課職員が現地に赴
き、復旧工法などの助言をする仕組みであり、平
成2６年は、長野県（白馬村、小谷村）において緊
急調査を実施。

7．災害復旧技術専門家派遣：自然災害が発生した
際、地方自治体の要請に基づき「災害復旧技術専
門家」を災害現地に派遣し、地方公共団体等の行
う災害復旧活動の支援・助言を行う制度（平成1５
年創設）で、平成2６年度より大規模災害時には国
土交通省防災課が被災自治体等と調整の上、技術
専門家を派遣する制度へと改善し、山形県、長野
県、広島市の災害へ派遣実施。

注）災害査定とは：河川・道路など被災した公
共土木施設の復旧工事に迅速に着手できるよ
うに、施設管理者である自治体の準備が整い
次第、国の職員が被災現地に赴いて、被災箇
所毎に復旧工法と復旧事業費を調査の上決定
する制度。なお、災害査定前であっても施設
管理者の判断により、復旧工事に着手するこ
とは可能。

＜参考資料＞
1．都道府県別査定箇所、査定金額一覧表
2．災害復旧事業の特徴
3．査定前に工事着手した例（ 2件）
４．復旧に併せて改良事業により機能向上を図った
例（広島市安佐北区高谷川）

５．災害復旧技術専門家派遣制度
……………………………………………………………
※ 1：数値は、都市局・港湾局所管施設を除く平成

27年 2 月 ６ 日現在としての【速報値】を使用
しているため、最終値は異なってくる場合が
あります。
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Ⅰ．平成27年度防災課所管災害復旧関係予算の
概要

１．災害復旧事業
　災害復旧事業については、災害発生年を含めて 3
箇年度で完了することとする方針に基づき、総額で
27,535百万円（国費、以下同様）を計上している。
　年災別にみると、復旧の 3年度目にあたる25年災
は、残事業に対する事業費の更正を行う再調査を実
施することを考慮のうえ、復旧完了を図るための所
要額1,738百万円を計上している。
　 2年度目にあたる26年災は、事業の進捗を図るた
め7,146百万円を計上している。
　27年災は未発生災害であるため、今後発生するで
あろう災害の復旧に支障を生ずることのないよう
18,651百万円を計上している。
　また、東日本大震災に係る災害復旧事業について
は、被害が甚大であることから、集中復興期間とさ
れている 5年間を概ねの目途としているところであ
り、当該予算においては、震災費用の明確化のた
め、復興庁所管として、東日本大震災復興特別会計
において一括計上されている。27年度においては
197,469百万円を計上している。

2 ．河川災害復旧助成事業
　河川災害復旧助成事業については、災害発生年を
含めて大規模事業は5箇年度、一般事業は 4箇年度
で完了することとする方針に基づき、事業の 5年度
目にあたる23年災について4,110百万円、 4年度目
にあたる24年災について778百万円、 3年度目にあ
たる25年災について180百万円、 2年度目にあたる
26年災について78百万円をそれぞれ事業の進捗を図
るため計上している。

３ ．河川等災害関連事業
　河川等災害関連事業については、災害復旧事業と
同様に災害発生年を含めて 3箇年度で完了すること
とする方針に基づき、総額で788百万円を計上して
いる。
　年災別にみると、事業の 3年度目にあたる25年災
は、災害復旧事業と同様に再調査を実施することを
考慮のうえ、完了を図るための所要額208百万円を
計上している。
　 2年度目にあたる26年災は、事業の進捗を図るた
め497百万円を計上している。
　27年災は、未発生災害であるため、今後発生する
であろう災害の復旧に支障を生ずることのないよう
83百万円を計上している。
　また、東日本大震災に係る河川等災害関連事業に
ついては、震災費用の明確化のため、復興庁所管と
して、東日本大震災復興特別会計において一括計上
されている。27年度においては 1百万円を計上して
いる。

４ ．河川等災害関連特別対策事業
　河川等災害関連特別対策事業については、災害発
生年を含めて 3箇年度で完了することとする方針に
基づき、26年災について 2年度目にあたり、15百万
円を事業の進捗を図るため計上している。

Ⅱ．平成26年度国土交通省関係補正予算の概要

１．基本的考え方
　「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」に
基づき、
・現下の経済情勢等を踏まえた生活者・事業者へ
の支援

・地方が直面する構造的課題等への実効ある取組
を通じた地方の活性化

平成27年度国土交通省関係予算決定概要

国土交通省水管理・国土保全局防災課
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・災害復旧など災害・危機等への対応
の 3分野を対象として必要な経費を積み上げて計上
している。

2 ．補正予算国費総額
　①　現下の経済情勢等を踏まえた生活者・事業者
への支援  【2,647億円】

　・高速道路料金割引  507億円
　・エネルギーコスト対策  45億円
　・住宅市場活性化策  2,095億円
　②　地方が直面する構造的課題等への実効ある取
組を通じた地方の活性化  【　101億円】

　・地域における新たな産業の創出  2億円
　・観光の振興  42億円
　・人材市場の流動化、住環境等の整備  26億円

　・離島、奄美、小笠原、半島地域の振興 16億円
　・地域活性化に資する鉄道技術の開発の推進
  14億円
③　災害復旧など災害・危機等への対応
  【2,703億円】
　・土砂災害や台風災害等の大規模災害からの復旧
  997億円
　・自然災害リスクが高い地域・施設等における緊
急防災対応等  1,333億円

　・災害に強い情報・物流システム等の構築
  118億円
　・海上保安体制の強化  255億円
④　公共事業の発注平準化措置としての国庫債務負
担行為（ゼロ国債）  事業費【2,523億円】

事　　　項

地方への好循環拡大
に向けた緊急経済経
済対策 備　　　考

Ⅰ　現下の経済情勢等
を踏まえた生活
者・事業者への支
援

Ⅱ　地方が直面する構
造的課題等への実
効ある取組を通じ
た地方の活性化

Ⅲ　災害復旧など災
害・危機等への対
応

事業費 国　費 事業費 国　費 事業費 国　費 事業費 国　費

治 山 治 水 26,520 25,１３5 0 0 0 0 26,520 25,１３5 １．　本表は、沖縄振興予算
の国土交通省関係分を含
む。

2．　本表のほかに、国庫債
務負担行為（ゼロ国債）
事業費252,270百万円が
ある。

治 水 25,922  24,537  0  0  0  0  25,922  24,537 

海 岸 598  598  0  0  0  0  598  598 

道 路 整 備 ４0,622 ３9,2４5 0 0 0 0 ４0,622 ３9,2４5 

港 湾 空 港 鉄 道 等 １2,579 １0,662 0 0 0 0 １2,579 １0,662 

港 湾 5,865  5,860  0  0  0  0  5,865  5,860 

空 港 2,475  2,182  0  0  0  0  2,475  2,182 

都 市・幹 線 鉄 道 2,489  870  0  0  0  0  2,489  870 

航 路 標 識 1,750  1,750  0  0  0  0  1,750  1,750 

住 宅 都 市 環 境 整 備 １,４62,４70 １１6,000 １,４62,４70 １１6,000 0 0 0 0 

住 宅 対 策 1,462,470  116,000  1,462,470  116,000  0  0  0  0 

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

国 営 公 園 等 154  154  0  0  0  0  154  154 

社 会 資 本 総 合 整 備 １１１,３４5 5３,00４ 0 0 １３,0３5 2,500 98,３１0 50,50４ 

社会資本整備総合交付金 13,035  2,500  0  0  13,035  2,500  0  0 

防 災・安 全 交 付 金 98,310  50,504  0  0  0  0  98,310  50,504 

一般公共事業計 １,65３,690 2４４,200 １,４62,４70 １１6,000 １３,0３5 2,500 １78,１85 １25,700 

災 害 復 旧 等 １４2,50４ 99,572 0 0 0 0 １４2,50４ 99,572 

公共事業関係計 １,796,１9４ ３４３,772 １,４62,４70 １１6,000 １３,0３5 2,500 ３20,689 225,272 

官 庁 営 繕 １,３89 １,３89 0 0 0 0 １,３89 １,３89 

そ の 他 施 設 2４,556 2１,796 １00 １00 ４,8１４ 2,05４ １9,6４2 １9,6４2 

行 政 経 費 26４,805 １78,１66 2１5,97３ １４8,626 6,４80 5,４96 ４2,３52 2４,0４４ 

合　　　　　計 2,086,9４４ 5４5,１2３ １,678,5４３ 26４,726 2４,３29 １0,050 ３8４,072 270,３４7 

※ 1　本表は、沖縄振興予算の国土交通省関係分を含む。
※ 2　本表のほかに、国庫債務負担行為（ゼロ国債）事業費252,270百万円がある。

（単位：百万円）平成26年度国土交通省関係補正予算　事業費・国費総括表
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水防法等の一部を改正する法律案について

国土交通省

１ ．背　　景
　多発する浸水被害に対処するとともに、下水道管
理をより適切なものとするため、浸水想定区域制度
の拡充、雨水貯留施設の管理協定制度の創設、下水
道施設の適切な維持管理の推進、日本下水道事業団
による下水道管理者の権限代行制度の創設等の措置
を講ずる。

２ ．概　　要
⑴　想定し得る最大規模の洪水・内水・高潮への対
策
　現行の洪水に係る浸水想定区域について、想定し
得る最大規模の降雨を前提とした区域に拡充すると
ともに、新たに、いわゆる内水及び高潮に係る浸水
想定区域制度を設ける。

⑵　比較的発生頻度の高い内水に対する地域の実情
に応じた浸水対策
　都市機能が集積し、下水道のみでは浸水被害への
対応が困難な地域において、民間の設置する雨水貯
留施設を下水道管理者が協定に基づき管理する制度

等を創設するとともに、汚水処理区域の見直しに伴
い、下水道による汚水処理を行わない地域において、
雨水排除に特化した下水道整備を可能とする措置を
講ずる。

⑶　持続的な機能確保のための下水道管理
　下水道の機能を持続的に確保するため、下水道の
維持修繕基準を創設するとともに、下水道管理の広
域化・共同化を促進するための協議会制度の創設、
日本下水道事業団が高度な技術力を要する管渠の更
新や管渠の維持管理及び下水道工事の代行をできる
ようにする等の措置を講ずる。

⑷　再生可能エネルギーの活用促進
　再生可能エネルギーの活用を促進するため、下水
道の暗渠内に民間事業者が熱交換器を設置すること
を可能とする規制緩和を行う。

３ ．閣議決定日
　平成27年 2 月2０日（金）
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日 時：平成27年 2 月 5 日（木）  会場：東京都港区虎ノ門 2− 9
発明会館ホール

　平成2６年度「防災セミナー」は、平成27年 2 月 ５
日（木）、東京都港区虎ノ門の「発明会館ホール」に
おいて、（公社）全国防災協会の主催、（一財）北海道
河川財団、（一社）東北地域づくり協会をはじめとす
る各地方の地域づくり協会等の協賛、また国土交通
省・気象庁の後援により開催されました。
　なお、本防災セミナーは（一社）建設コンサルタン
ツ協会の ＣＰＤ プログラムとして認定されている講
習会です。
　本年度は、国土交通省の各地方整備局の方々をは
じめ、各道府県及び市町村の職員・賛助会員、協賛
された各地方の地域づくり協会等の防災エキスパー
ト、全国防災協会の災害復旧技術専門家、その他一
般企業の方々等、23０名余のご参加をいただき、防
災にかかわる最新情報について最後までご熱心に聴

講していただきました。
　当日、悪天候にも関わらず、予定どおりの午前1０
時に開催され、はじめに当協会の陣内孝雄会長より
主催者挨拶があり、午後の部開催時には、来賓とし
てご出席を賜りました池内幸司 国土交通省 水管
理・国土保全局長よりご挨拶を賜りました。池内局
長におかれましては、ご多忙中にも関わらず、防災
セミナーにご参加の皆様方に最新の防災行政を踏ま
えたご挨拶を賜りましたこと、本紙をお借りし感謝
申し上げます。誠に有り難うございました。
　さて、本防災セミナーは、防災対策や災害復旧業
務に携わる国土交通省や地方公共団体、一般企業等
の関係職員、並びに各地方の防災エキスパートや災
害復旧技術専門家等に対し、今後発生が予測される
首都圏直下型地震や東南海地震等の大規模災害に備

平成26年度 防災セミナー開催

公益社団法人全国防災協会
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主催者挨拶（陣内孝雄 会長） 来賓挨拶（池内幸司 局長）

えた防災体制等を強化するための一環として、事前
対策や発生時における危機管理等のあり方、その後
の復興 ･ 復旧計画等について、高度な専門知識を有
する学識経験者や行政担当者等からアドバイスをい
ただくことを目的に毎年開催しているセミナーで、
本年度で通算32回目を迎えるものです。
　本年度の講義は、午前の部として気象庁地球環境・
海洋部気候情報課 石原幸司 調査官に「極端現象の
これまでの経過と今後の見通し」として、日本にお
ける最新のデータや予測結果をもとに、主に大雨や
短時間強雨について過去に観測された変化及び将来
予測されている変化の傾向について解説して頂き、
国土地理院 企画部 石関隆幸 地理空間情報政策調
整官には「防災における地理空間情報の活用」とし
て平時および災害時に国土地理院が整備・提供する
地理空間情報やその活用事例について紹介して頂き
ました。休憩を挟み、特別講演として政策研究大学
院大学 池谷浩 特任教授から「豪雨に伴う土砂災害
とその対策」をテーマに動画と近年の広島・伊豆大
島等の土砂災害の実例を交えての防止対策、今後の
課題について説明を頂きました。続いて、国土交通

省 水管理・国土保全局 河川環境課 岩田美幸 河川
保全企画室長に「国土交通省におけるタイムライン
導入の取り組み」として現在、国土交通省で取り組
んでいるタイムラインに基づいた事前防災行動計画
の策定について、これまでの経緯や現在の状況を説
明して頂き、国土交通省 関東地方整備局 荒川下流
河川事務所 里村真吾 事務所長には「首都を水害か
ら守るための取り組み　～タイムラインの検討を中
心に～」をテーマに荒川下流域を対象としたタイム
ラインの検討など最新のワーキンググループの情報
も含め、現在取り組んでいる防災・減災対策を紹介
して頂きました。最後の講義では、内閣府 政策統
括官（防災担当）付 参事官（調査・企画担当）付　
藤田士郎 参事官補佐に「避難勧告等の判断・伝達
マニュアル作成ガイドライン」について「空振り」
をおそれず避難勧告を発令することとしたガイドラ
インの内容を解説して頂き、平成2６年度「防災セミ
ナー」は無事に日程を終了することができました。
　ご協力をいただきました各講師の方々、また防災
セミナーにご参加いただき受講された皆様方には、
心よりお礼申し上げます。
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講　師　紹　介

気象庁 地球環境・海洋部 気候情報課
調査官　石　原　幸　司

国土交通省 関東地方整備局 荒川下流河川事務所
事務所長　里　村　真　吾

国土地理院 企画部
地理空間情報政策調整官　石　関　隆　幸

極端現象のこれまでの経過と今後の見通し

国土交通省 水管理・国土保全局 河川環境課
河川保全企画室長　岩　田　美　幸

政策研究大学院大学
特任教授　池　谷　　　浩

豪雨に伴う土砂災害とその対策
国土交通省におけるタイムライン導入の
取り組み

首都を水害から守るための取り組み
～タイムラインの検討を中心に～

防災における地理空間情報の活用
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　災害復旧技術専門家の関東ブロック連絡会議が、
平成27年 1 月29日（木）に水管理保全局防災課宮武
防災調整官、安部災害分析官、畠山総括査定官、関
東地整企画部高橋技術調整管理官、徳嵩防災対策官、
災害復旧技術専門家派遣制度運営委員会富田委員長
同席のもと関東地域づくり協会東京事務所で開催さ
れた。
　この会議は、災害時に市町村に対して災害復旧支
援・助言を行う「災害復旧技術専門家派遣制度」に
おける新たな試行実施に向けた関東地域ブロック専
門家（登録専門家50名）の連絡会議である。
　この制度は、平成 7年に発生した阪神・淡路大震
災の教訓を踏まえ、我が国における大規模な災害や
様々な形態の災害対応についての世論が高まるにつ
れて、防災対応の第一線は市町村にあることの課題
が各地で議論され､ さらに災害対応の常設の部署を
有する市町村は少なく、さまざまな形態を有する水
災害・土砂災害等に対する経験・知識をもった職員
が少ない状況にもあり、災害時にこれら市町村に対
して迅速かつ的確な対応が出来る専門家を現地に派
遣し、支援・助言を行う「災害復旧技術専門家派遣
制度」を平成15年に創設し以来毎年専門家を派遣し
てきたところである。
　その後、大規模災害発生に対する防災減災対応が
懸念されるなか、被災自治体のマンパワー不足、技
術力不足が、災害復旧の適切な実施に関し、被災自
治体の大きな負担となっていること等を踏まえ、災
害発生時に被災自治体が災害復旧や改良復旧の計画
を立案するためのマンパワーや技術力を補うため、
従来の制度の内容を強化した制度を平成26年 5 月か
ら試行することとなった。
　制度施行のポイントは、①国交省のTEC-FORCE
が出動した大規模災害で被災自治体から国交省水管
理国土保全局防災課に要請があり、同課が必要と判

断する場合、防災協会が無償で専門家を派遣する。
②専門家の派遣は防災協会に登録（全国230名）さ
れた者のうち被災自治体に在住する者が現地で支
援・助言を行うことを原則としたことである。
　新たな制度の試行に際しては、各地整地単位の地
域ブロック（県域ブロック含む）が主体的に運用を
行うこととなり、大規模災害に即応できる各地域ブ
ロックの新たな連絡体制や派遣体制、最近の災害復
旧制度・技術支援スキルアップ等研修のあり方など
立ち上げる必要があり、各地域ブロックがそれぞれ
体制づくりを行うべく関東地域ブロック連絡会議が
全国に先駆けて開催されたものである。今後各地域
ブロックで会議が開催される予定であるが、四国地
整地域ブロック連絡会議が 3月 4日に開催される予
定である。

災害復旧技術専門家関東ブロック連絡会議
開催報告

公益社団法人全国防災協会
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１．はじめに
　高知県は、四国の南部に位置し、太平洋から四
国山地の尾根までの東西に長い扇形の地形で、11
市17町 6 村で構成されています。「海の国」とし
てのイメージがあると思いますが、南国市から香
南市・香美市土佐山田町南部に至る香長平野と
四万十市周辺でやや広い平野が在るものの、その
ほとんどが海の近くまで山が迫る典型的な山国と
なっています。
　山地率は89％にも及び、全国平均の54％と比べ
てもその険しさがよく分かると思います。最高峰
は三嶺（山頂が高知県単独の場合は手箱山）。

　地質的には大きく三波川帯、御荷鉾帯、秩父累
帯、四万十帯、に分類されます。多くは四万十帯
と呼ばれる堆積岩が多い地域に分類され、特色と
しては、斜面の崩壊や土砂の流出が多く発生し，
土石流による災害が多く生じる地域となっていま
す。三波川帯南部には強剥離性の黒色片岩（千枚
岩）からなる清水構造線があり大規模地すべり地
帯となっています。また、御荷鉾帯は降雨が無く
ても地すべりが発生するクリープ性地すべり地帯
であり、秩父累帯は破砕帯地すべりであり豪雨を
引き金として急峻な崩壊性地すべりが発生するた
め非常に災害の多い危険な地帯です。

高知県における平成２６年発生災害
について

…………………………………高知県防災砂防課防災復旧担当

図− １　高知県管内図
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　また、河川については、一級水系が県西部を流
れる四万十川、石鎚山から土佐湾に南下する仁淀
川、県北部から徳島県へと流れる吉野川、県東部
を流れる物部川と ４ 水系あります。また、 2 級水
系が97水系あり、水量豊富な河川が多くあります。
　水不足に悩まされることはほとんどありません
が、治水は古くからの課題となっており、江戸時
代初期の土佐藩奉行野中兼山による大規模な河川
改修は県下主要河川のほとんどで実施されていま
す。
　高知県沖の太平洋を黒潮が流れており、冬の朝
などは海面から湯気が立っているのが見えます。
気候は温暖多雨で台風の襲来も多く、1951年（昭
和26年）以降の台風上陸数は鹿児島県に次いで 2
番目となっています。太平洋に突き出た足摺岬、
室戸岬は強風で知られています。

２ ．高知県内の公共土木施設災害の発生状況（市
町村を含む）

　平成元年以降に高知県内で発生した公共土木施
設災害の状況は「図− 2 」のとおりとなっていま
す。特に平成元年から平成16年頃までは多くの公
共土木施設災害が発生していました。近年は減少
傾向にあり、最近の ５ カ年平均では件数38０件、

査定決定額約2，61５百万円となっていましたが、
平成26年については「台風12号・11号及び豪雨」
で大きな被害を受け、件数1，37０件、査定決定額
13，932百万円と件数で約3．6倍、金額で約５．3倍と
なる災害が発生しました。

３ ．過去の大規模災害
　前述の通り高知県は温暖多雨な気候で、台風の
襲来も毎年のようにある事から、過去には未曾有
の大災害と呼ばれる災害を幾度となく経験をして
きました。代表的な災害を下記のとおりまとめま
した。

〇繁藤災害（Ｓ４7． 7 ． ４ ～ 7 ． 6 ）
　湿舌現象により、土佐山田町繁藤では激しい集
中豪雨に見舞われ、平年の 3 カ月分という大量の
雨が一気に降った影響で地盤が緩み、幅170ｍ、
長さ150ｍ、高さ80ｍにわたって大崩壊（土砂約
1０万㎥）を起こし、60名の死者・行方不明者を出
した。

〇昭和５０年台風 ５ 号（Ｓ５０． 8 ．16～ 8 ．18）
　台風 ５ 号が宿毛市付近に上陸し、幡多地方を中
心に家屋の倒壊、河川の氾濫などで大きな被害が

図− ２　災害査定決定件数・金額の推移

表− １　災害査定決定件数・金額　比較表

出た。その後、台風は四国西岸をかすめ
て伊予灘に向かったが、県中央部では数
時間にわたり激しい雨が降り続いたた
め、仁淀川に流入している下流の各支川
は軒並み大氾濫となった。また、仁淀川
の支流上八川川流域では大規模な山崩
れ、土石流により犠牲者が出た。

〇昭和５1年台風17号
（Ｓ５1． 9 ． 8 ～ 9 ．13）

　台風17号による断続的な雨で、仁淀川
は大洪水となり、日高村、旧伊野町に浸
水家屋が出た。また、鏡川が ４ カ所で決
壊し、高知市中心部は未曾有の浸水とな
り、高知市長は非常事態宣言を発した。

〇98高知豪雨（Ｈ1０． 9 ．2４～ 9 ．2５）
　秋雨前線により強雨となった。高知市、
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南国市、旧土佐山田町では 9 月の平均値
の2．５～ 3 倍となる記録的な豪雨となっ
た。このため、高知市など県中部を中心
に土砂災害、浸水被害が多発した。高知
市東部の国分川、舟入川などの河川が氾
濫し高知市東部の平野域がほぼ 2 日間に
わたり水没した。

〇高知西南豪雨（Ｈ13． 9 ． ５ ～ 9 ． 7 ）
　活発化した秋雨前線の活動（湿舌現象）
により、高知県西南部の土佐清水市、大
月町付近のごく狭い範囲内に集中的な豪

には、豊後水道付近に新たな低気圧が発生し、上
空の寒気の影響も加わって大気の状態が非常に不
安定となった。低気圧や前線の動きはほとんど停
滞気味で、県西部の沿岸部を中心に次々と発達し
た雨雲がかかり、気象庁の観測では四万十町窪川
や四万十市中村では1976年の統計開始以降の24 
時間降水量の極値を更新するなど、高知県西部を
中心に大雨となった。

⑵　大雨の状況
・主な 1 時間雨量
　土佐清水市　下ノ加江 67㎜
　土佐清水市　土佐清水 65㎜
　四万十市　　中村 61㎜
・主な2４時間降水量
　三原村　　　三原 509㎜
　黒潮町　　　佐賀 502㎜
　土佐清水市　土佐清水 447㎜
・主な期間総雨量
　三原村　　　三原 543㎜
　黒潮町　　　佐賀 538㎜
　四万十町　　窪川 530㎜

表− ３　平成２６年査定結果一覧表（異常気象別）

表− ２　過去の災害遍歴表

雨が発生した。高知県西南部の各河川（宗呂川、
福良川等）が氾濫し、 ５ 市町村で浸水被害を受け
た。

４ ．平成２６年発生災害について
　平成26年については、計13回の異常気象により、
公共土木施設が被災し、計1０回の災害査定を実施
しました。特に「台風12号・台風11号及び豪雨」
については被災件数も多かったため、 6 回にわた
って査定を実施しました。県と市町村を合わせて、
1，37０件、査定決定額13，932百万円の採択を受け
ました。詳細は「表− 3 」のとおりです。
　平成26年の高知県の主な災害は、「梅雨前線豪
雨（ 6 ． ４ ～ 6 ． 6 ）」及び「台風12号・11号及び
豪雨（ 8 ．1０～ 8 ．1０）」により発生しました。こ
れらの災害について紹介させていただきます。

・梅雨前線豪雨（ 6 ． ４ ～ 6 ． 6 ）
⑴　気象概況
　 ４ 日朝、九州西岸には動きの遅い低気圧があり、
四国の南海上にのびる前線に沿って南東の暖かく
湿った空気が高知県に流れ込んでいた。 ４ 日夕方
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⑶　被害状況
　ア　住家被害
　　床下浸水 67戸　床上浸水 26戸　合計 9４戸
　イ　警戒水位以上を観測した観測所
　　 ５ 水系 7 河川 8 水位観測所
　ウ　公共土木施設災害
　　河川 170件 9５５，５86千円
　　砂防 10件 73，281千円
　　道路 30件 2４8，386千円
　　橋梁 1 件 38，238千円
　　合計 211件 1，31５，４91千円
　エ　その他

【リエゾンの派遣】
四国地方整備局より、四万十市へ 1 名派遣

（ 6 / ５ ）
【TEC-FORCE の派遣】

四国地方整備局より、黒潮町へ 3 名（被害
状況調査班 1 班）を派遣し、被害調査を実
施。（ 6 / ５ ～ 6 / 9 ）

　高知県西部を中心に大雨となり、四万十川水系
を中心とし、河川災が多く発生しました「図− 3
参照」。特に太平洋沿岸の中土佐町・四万十町・
黒潮町・四万十市・土佐清水市の ５ 市町において、
災害件数181件（8５．7％）と多くの災害が発生し、
その中でも土佐清水市での被害が大きく、県・市
町村施設を併せた件数が５2件（2４．6％）、査定決
定額が約 3 億 8 千万円（28．8％）と、大きな被害

・台風12号・台風11号及び豪雨
（ 8 ． 1 ～ 8 ．1０）

⑴　気象概況
　期間前半（ 8 月 1 日から 8 月 6 日）は、
台風第12号が、 7 月31日から 8 月 1 日に
かけて沖縄・奄美に接近し、その後、台
風第12号は暴風域を伴って北上し、 8 月
3 日15時に黄海で熱帯低気圧に変わっ
た。この台風第12号の周辺の風と高気圧
縁辺の風の影響で、南からの温かく湿っ
た空気の流れ込みが継続したほか、前線
が 8 月 ４ 日以降、西日本の日本海側から
北日本にかけて停滞した。これらの影響

写真− １　橋梁災害　法寿院橋（黒潮町有井川）

写真− ２　河川災害　幸増川（土佐清水市下ノ加江）

図− ３　位置図（梅雨前線豪雨（ ６ . ４ ～ ６ . ６ ））

を受けました。また、全国放送でも報道されまし
たが、黒潮町では町道の橋梁が落橋する災害も発
生しました。
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で、 8 月 1 日から 8 月 6 日までの総降水量が香美
市香北で1，71０㎜、大豊町豊永で1，31４㎜を観測、
また、日降水量で見ても、いの町思地で601㎜、
高知市平石で573㎜を観測するなど県中部の山側
を中心に大雨となった。
　期間後半（ 8 月 7 日から 8 月10日）は、台風第
11号が、8 月 7 日に大東島地方に最も接近した後、
比較的遅い速度で北上し、 8 月10日に安芸市付近
に上陸し縦断、近畿地方を通過して、11日09時に
日本海北部で温帯低気圧に変わった。この台風第
11号の周辺の風と高気圧縁辺の風の影響で、南か
らの温かく湿った空気が継続したほか、前線が西
日本の日本海側から北日本にかけて停滞した。こ
れらの影響で、 8 月 7 日から 8 月11日までの総降
水量が馬路村魚梁瀬で1，０81㎜、北川村島で1，００8
㎜を観測、また、日降水量で見ても、馬路村魚梁
瀬で505㎜、三原村三原で492㎜を観測するなど県
西部全域と県東部の山側を中心に大雨となった。

⑵　大雨の状況
・主な１時間雨量
　高知市 平石 112㎜
　東洋町 大斗 98㎜
　越知町 越知 98㎜
　仁淀川町 長者 92㎜
　高知市 鏡 80㎜
・主な2４時間降水量
　馬路村 魚梁瀬 859㎜
　北川村 島 783㎜
　馬路村 馬路 719㎜
　高知市 平石 681㎜
　香美市 香北 678㎜
・主な期間総雨量
　香美市 香北 2，０77㎜
　仁淀川町 長者 1，99５㎜
　馬路村 魚梁瀬 1，733㎜
　土佐町 黒丸 1，621㎜
　北川村 島 1，617㎜

⑶　被害状況
　①　住家被害
　　家屋全半壊  6 戸　床下浸水 1，1５1戸

　　床上浸水   748戸　合計　1，9０５戸
　②　警戒水位以上を観測した観測所
　　27水系 37河川 ４４水位観測所
　③　公共土木施設災害
　　河川 657件 6，５63，9４8千円
　　海岸 5件 3４５，４０3千円
　　砂防 6件 8５，3０1千円
　　下水道 2件 6，831千円
　　道路 384件 ４，2４8，1５1千円
　　橋梁 6件 133，０23千円
　　合計 1，０6０件 11，382，6５7千円
　④　その他

【災害救助法の適用】
いの町、高知市、大豊町、四万十町

【被災者生活再建支援法の適用】
　いの町

【自衛隊派遣】
四万十町（給水支援3５．3t）、佐川町（給水
支援1０．５t）

【リエゾンの派遣】
四国地方整備局より、高知県庁、高知市、
香美市、大豊町、須崎市、東洋町、四万十市、
土佐町、本山町、四万十町、黒潮町、大川
村、土佐清水市、宿毛市、大月町、三原村
へ 1 ～ 2 名を派遣。（ 8 / 3 ～ 8 /13）

【TEC-FORCE の派遣】
四国地方整備局より、防災ヘリコプター
による被災状況把握のため、 3 名を派遣

（ 8 / ５ ～ 8 / 6 ）、 ４ 名を派遣（ 8 / 7 ）、10
名を派遣（ 8 /11）、山腹崩落箇所の監視
体制の支援のため、高知県高知市へ 3 名

（ 8 / ５ ）を派遣、 2 名（ 8 / 6 ）を派遣、
被災状況把握のため、高知県大豊町へ 3 名

（ 8 / 6 ）を派遣。
【国土地理院の対応】

北川村の被災状況把握のため、空中撮影を
実施し、空中写真及び正射画像を関係機関
に提供（ 8 /13）。

　高知県全域が未曾有の豪雨に見舞われ、県内34
市町村のうち33市町村で災害が発生しました「図
− ４ 参照」。特に台風11号の上陸した安芸市で県・
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市町村施設を併せた件数が89件（8．４％）、査定決
定額が約16億 9 千万円（1４．9％）と最も大きな被
害を受け、次いで東隣に位置する北川村で件数が

62件（５．8％）、査定決定額が約1５億 7 千万円（13．8
％）となり、件数では高知市が最も多く99件（9．3
％）、査定決定額が約 8 億 ５ 千万円（7．４％）と大
きな被害を受けました。
　また、災害査定においては、件数が多かった事
から査定の簡素化を目的とし、机上査定の限度額
を3００万円未満から1，０００万円未満に引き上げてい
ただいた結果、対象件数1，０５４件のうち実地査定
件数76０件（72％）が319件（3０％）と半分以下と
なり、査定行程を大きく短縮する事ができました。

５ ．地すべり災害について
　台風12号・11号では期間降水量が2，０００㎜を超
える大雨となった事から、地下水位の上昇等を起
因とした地すべりが県内各所で発生しました。図
− ５ 参照」「平成26年には16箇所、被害報告額総

写真− ３　道路災害
県道高知安芸自転車道線（安芸市穴内）

写真− ４　道路災害
県道坂瀬吉野線（本山町坂本）

写真− ５　河川災害
仁淀川（仁淀川町加枝）

写真− ６　河川災害
南の川（越知町南ノ川耕）

図− ４　位置図
（台風 １２ 号・１１ 号及び豪雨（ 8 . １ ～ 8 .１0））
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額約４2億円の地すべりと想定される被災を確認し
ており、うち1５箇所が台風12号・11号の降雨直後
に確認されました。
　地すべりの多くは県中部で発生し、地質状況を
顕著に表わすように仏像構造線より北の三波川
帯、御荷鉾帯、秩父累帯に集中しました。その中
でも御荷鉾構造線の通る大豊町では町道が ５ 箇所

（災害関連緊急地すべり対策事業で採択となった
ものを含むと計 7 箇所）が被災を受けるなどしま
した。
　現在16箇所のうち 2 箇所につきましては査定が
完了し、約 6 億円の査定決定をいただきました。

公共土木施設の被災情報の収集や、災害復旧、二
次災害の危険性の有無についての助言などに協力
をいただく制度です。防災エキスパートの自宅及
び勤務地近辺等の公共土木施設の被災状況を県に
伝達する活動や公共土木部の支援要請（実際の支
援要請連絡は技術公社が行う）に基づき、公共土
木施設の被災箇所の状況把握や復旧に関して、助
言を行う活動をしていただきます。期待される助
言内容は、例えば、二次災害の危険性の有無、大
局的な調査方法及び段取りのポイント、復旧工法
の指導、事業の所管区分、事業としての成否など
に対する助言などが考えられます。

⑵　災害研修
　本県では、国土交通省四国地方整備局および財
務省四国財務局の方を講師としてお招きし、県・
市町村の災害実務担当者を対象にした研修会を開
催しています。災害復旧事業の基礎的な知識から、
申請時のポイントや留意事項等の実践的な内容に
ついてそれぞれから講義をいただいており、多く
の方が受講し災害査定についての知識を深めてい
ます。
　また、国土交通省防災課および四国財務局との
共通認識を図るべく、災害復旧事業の担当者会を
県内 ５ 会場で開催し、情報提供を行っています。

図− ５　位置図（地すべり）

写真− ７　道路災害
町道浦ノ谷線（大豊町立川下名）

他の箇所につきましても、平成27年災以
降に査定を受けるべく地すべり土塊の観
測を行っています。

６ ．高知県の取り組みについて
⑴　防災エキスパート制度
　地震災害や風水害によって、大規模な
災害が発生した場合や、局地的ではある
が特定の市町村に激甚な災害が発生し、
市町村、土木事務所がその機能を停止し
てしまうような場合に公共土木施設の整
備・管理・災害復旧等に長年携わり、豊
かな経験と技術的知識を持ち、公共土木
施設の被災状況について一定の技術的判
断をし、行政に助言することができる識
見を持った方々が、ボランティアとして、
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⑶　市町村職員の研修生制度
　職員数の削減や大量退職、また、技術職員の採
用枠がない市町村も多々あり、災害復旧事業に対
応できる技術職員数が大幅に減少しています。そ
こで平成26年度より災害復旧事業に関する技術レ
ベルの底上げを目的とし、市町村職員を県の防災
砂防課で受け入れる研修制度を開始しました。平
成26年度は、いの町から 1 名の職員を受け入れま
した。

７．おわりに
　近年、災害発生件数は減少傾向にありましたが、
本年は台風12号・11号等の大災害もあった事から、
1０年ぶりに災害件数が1，０００件の大台を超えまし
た。「台風12号・11号及び豪雨」は過去に起きた
大災害と比較しても、期間雨量が2，０００㎜を超え
るなど未曾有の大災害であったといえると思いま
す。そんな中で、過去に比べ浸水被害も縮小し、
県民の尊い命がひとりも奪われなかった事は、過
去の大災害を教訓にし、再度災害防止を目的とし

た災害関連事業や、河川改修事業、道路防災事業、
砂防事業、内水対策事業等、防災意識を高く持ち、
取り組んできた結果であると思います。
　地球温暖化の影響もある事から、今後はこのよ
うな大災害に見舞われるケースは増えていくのか
もしれません。また、南海大地震の発生も危惧さ
れております。迅速な災害復旧は勿論のこと、県
民の生命・財産を保全するためにも、今後とも精
力的に治水・津波対策等の防災事業にも取り組ん
でいきたいと思います。
　最後になりましたが、台風12号・11号及び豪雨
では一度に1，０6０件という災害が発生したことも
あり、担当職員、測量設計コンサルタント、工事
関係者の皆様方におかれましては、災害対応にお
われ、多大なご苦労があった事と思います。また、
事前打ち合わせから災害査定まで、国土交通省、
財務省の方々におかれましては多岐にわたるご指
導とご支援をいただきました事を、紙面をお借り
しまして厚く御礼申し上げます。
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